
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

5 事業者番号 0470 事業所番号 047000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川越市

字 ・ 地 番 大字栄１番地

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 東洋インキ株式会社　埼玉製造所（倉庫）
前年度にお

ける事業所数 1

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 16 化学工業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 16

事 業 活 動 の 概 要

オフセットインキの原料及び製品の保管管理

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/m2

【第3計画期間】平成27年度実績比、1％／年の削減を目標とす
る。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 東洋インキ株式会社　埼玉製造所（倉庫） 川越市大字栄１番地
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 047000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

0 0 0

前 年 度 比 （ ％ ） －

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 0 0 0

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0000 0.0000 0.0000

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） －

床面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

767.00 767.00 767.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 047000

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

照明設備ならびに空調設備の適切運用をﾍﾞｰｽに行うも、省ｴﾈ観点からの運用管理にてｴﾈ
ﾙｷﾞｰの削減に繋げた。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

照明設備ならびに空調設備の適切運用をﾍﾞｰｽに行うも、省ｴﾈ観点からの運用管理にてｴﾈ
ﾙｷﾞｰの削減に繋げた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

照明設備ならびに空調設備の適切運用をﾍﾞｰｽに行うも、省ｴﾈ観点からの運用管理にてｴﾈ
ﾙｷﾞｰの削減に繋げた。また本年度については、更なる運用管理の徹底（本倉庫の使用を
最小化）によりｴﾈﾙｷﾞｰ使用の削減に繋げた。



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 047000

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R2 1.0

2

1 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

照明設備ならびに空調設備を適切に管理
して電力量を削減する（毎年継続）

4

3

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 047000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

5 事業者番号 0470 事業所番号 013001

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合にあっては、
当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所（他
の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業所は除く）C

事 業 所 名 東洋インキ株式会社　埼玉製造所

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川越市

字 ・ 地 番 大字栄１番地

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 16 化学工業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 16

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容
主な製品（オフセットインキ、グラビアインキ）の製造ならび
に開発

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間合 計） 22,898 ｔ-CO2 事 業 所 区 分 第２区分

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

【第3計画期間】基準排出量に対して削減計画期間の平均削減率を
20％とする。（必要に応じて排出量取引を活用する）

その他ガス

【非該当】

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間合 計） 91,592 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 013001

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

8,666 8,675 7,495

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.1 -13.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 16,938 16,949 14,648

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

16,938 16,949 14,648

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.8 -10.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.3565 0.3536 0.3161

生産量 t/年
活 動 規 模 の 指 標 単 位

47,507.80 47,938.70 46,337.70



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 013001

有

・ｴﾈﾙｷﾞｰを多く使用するｵﾌｾｯﾄｲﾝｷ（新聞、書籍等紙媒体印刷用ｲﾝｷ）生産数量減に伴
い、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の減少傾向が継続している。
・ｵﾌｾｯﾄｲﾝｷ生産に主に使用される蒸気ﾎﾞｲﾗｰの一部省ｴﾈﾀｲﾌﾟへの変更に伴ない、ｶﾞｽ使用
量の低減に繋がっている。
・ｽﾎﾟｯﾄ空調機の一部省ｴﾈﾀｲﾌﾟへの更新、及び照明のLED化推進により電気使用量の削減
に繋がっている。

設備の増減：新たなｵﾌｾｯﾄ製品の生産に使用するｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ設備（出力11kW）1台とﾊﾟｯｹｰ
ｼﾞｴｱｺﾝ（最大出力28kW）1台を増設

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 無

・ｵﾌｾｯﾄ系一部ｲﾝｷの需要増に伴う生産量増加があり、その他製品とのﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽに伴
い都市ｶﾞｽ使用量の増加が観られた。
・ｸﾞﾗﾋﾞｱｲﾝｷ（食品包装材用途）の堅調な需要により生産量の増加ならびにｴﾈﾙｷﾞｰ（主
に電力）の増加傾向が観られた。
・照明のLED化、高効率機器への切り替え等省ｴﾈ対策の実施により、温室効果ｶﾞｽの低減
に繋がっている。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減

無

・ｴﾈﾙｷﾞｰを多く使用するｵﾌｾｯﾄｲﾝｷの生産数量減に伴い、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の減少傾向が継続してい
る。
・本年度については、新たな組織として「ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾑﾝﾄ部会」を設置し関係者によるｶﾞｽ、電気
の無駄を徹底的に抽出。夜間や休日等の不要な使用環境の見直し（停止等）により、結果的にｴﾈﾙ
ｷﾞｰの大幅な削減に繋げる事が出来た。本活動については、翌年度以降も継続。
・照明のLED化、高効率機器への切り替え等省ｴﾈ対策の実施により、温室効果ｶﾞｽの低減に繋がっ
ている。
・建物の床面積の増減：新たな喫煙所及び駐輪場の設置（令和5年3月）により増加しておりま
す。

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 有 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（４）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 013001

基 準 排 出 量 22,898 t-CO2/年

2

3

基 準 排 出 量 の 検 証 実施済

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

第２区分

2 年 度 か ら 6 年 度 ま で

令 和 2 年 度
(2020 年 度 )

令 和 3 年 度
(2021 年 度 )

4

5

目標削減率の区分

令 和 4 年 度
(2022 年 度 )

令 和 5 年 度
(2023 年 度 )

令 和 6 年 度
(2024 年 度 )

削 減 期 間
合 計

基
準
排
出
量
等

基 準 排 出 量 (A) 22,898 22,898 22,898 22,898 22,898 114,490

目 標 削 減 率 の
緩 和 措 置

排 出 上 限 量
（ C ＝ ∑ A-D ） 91,592

排出削減目標量
(D ＝ ∑ (A × B))

エネルギー起源
CO2 排 出 量 (E) 16,938 16,949 14,648

22,898

目 標 削 減 率 (B) 20.00% 20.00% 20.00% 20.00% 20.00%

トップレベル認定

20,159

各年度の排出量の検証 実施済 実施済 実施済

実
 
績

排 出 削 減 量
（ G ＝ A - E ） 5,960 5,949 8,250

48,535

削 減 率
（ F＝（ A - E） /A）

26.03% 25.98% 36.03% －



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（５）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

事業所番号 013001

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

既存照明（水銀灯）のLED化 R2 30.0

2 329900
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_ボイラー・工業炉・
蒸気系統・熱交換器
等に係るその他の削
減対策

蒸気ﾎﾞｲﾗｰ入れ替えによる効率化 R2 100.0

3 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

ｽﾎﾟｯﾄ空調機の省ｴﾈ機種への更新 R2 136.0

R3 30.0

5 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

高効率ﾁﾗｰへの切り替えによる効率化 R3 42.3

4 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

既存照明（水銀灯）のLED化

R3 1.0

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

高効率空調機への切り替えによる効率
化

R3 14.9

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

高効率空調機への切り替えによる効率
化

R3 170.0

9 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
新たな組織として「ｴﾝﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部
会」を設置し関係者によるｴﾈﾙｷﾞｰ使用
削減の取り組みを促進

R4

8 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

蒸気漏れによるｴﾈﾙｷﾞｰ損失の改善
（令和3年度からの継続）

R4 5.0

11 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

保温庫、保冷庫の設定温度見直しによ
るｴﾈﾙｷﾞｰ効率の向上を実施

R4 200.0

10 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

局排ﾕﾆｯﾄ（ﾀﾞﾝﾊﾟｰ）の開閉機能点検に
よりｴﾈﾙｷﾞｰ効率の向上を実施

400.0

13 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転
管理

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰの運転管理（不要なものを停
止）する事によるｴﾈﾙｷﾞｰ使用の削減

R4 400.0

12 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

ﾀｰﾎﾞ冷凍機、ﾁﾗｰの運用変更（冬場停
止）によるｴﾈﾙｷﾞｰ使用の削減に繋げる

R4 800.0

15 340500

発電専用設
備、コージェ
ネレーション
設備

34_熱の動力等への
変換の合理化に関
する措置

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入によるCO2排出量の
削減

R5 400.0

14 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

温水ﾀﾝｸ熱媒のﾋｰﾀｰﾕﾆｯﾄから蒸気加熱へ
の変更によるｴﾈﾙｷﾞｰ使用の削減

R4
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